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２．事業実施報告 

事業総括 中原 恒雄 

 

① 事業推進体制の構築 
本事業は、大阪府が中心になり、地域の研究機関を結集した大規模な共同研究

を実施し、新技術を創出するだけでなく、将来において地域産業の活性化に役立

つ新産業を生み出すことを義務づけられている。従って、研究テーマや研究体制

はⅢ．１①事業実施背景に述べられているような経緯で構築されたが、事業化に

向けた積極的な活動を行っていく必要があった。その橋渡し役として、新技術エ

ージェントが設けられており、本事業では、下記の２名を新技術エージェントと

して委嘱した。 

  小野田 岑夫 氏 （元住友電気工業㈱研究企画室技師長） 

  梶 原 孝生 氏 （元松下電器産業㈱光半導体研究所長） 

 両者とも、本技術分野に関係の深い企業出身で、知的財産権、ベンチャービジ

ネスおよび企業の研究マネージメントに造詣が深い方であった。 

 また、地域の産業界の意見を聞くために、研究交流促進会議を設置した。これ

には、本共同研究の中核になった３大学の工学部長および３国公立研究機関長の

他に、関西経済連合会、大阪商工会議所、大阪工業会の経済団体の技術部会長お

よび大阪産業界の指導者として佐々木正氏（大阪産業推進機構サポーティングパ

ーティ委員）に参加いただき、実質的な意見を頂くことにした。（Ⅲ．１事業概

要 添付資料Ⅲ－１－１参照）この会議において、年次毎の事業計画を検討した。 

 共同研究体制は、大阪府の意向を受けて本事業の立案段階から検討グループの

主査をしておられた松田治和氏（大阪府立産業技術研究所長）を研究統括に、ま

た本共同研究テーマの提案者である一岡芳樹氏（当時大阪大学教授）を副研究統

括として委嘱した。共同研究参加機関は、本事業提案の中核となった３大学３研

究機関を中心に、関心ある企業の募集や必要な近隣他大学の研究者を加えて拡大

充実していった（Ⅲ．１事業概要 図Ⅲ－１－１参照）。参加研究機関の代表で

構成する共同研究推進委員会を松田研究統括のもとに組織し、研究進捗状況の把

握とともに研究計画、予算計画、運営ルール等を審議し、相互調整を行った。し

かし、実際の共同研究分担テーマの進捗状況や共同研究目標のもとに共同研究を

推進するために、テーマ別のワーキンググループとその下に研究小グループを設

置し、共同研究を実施した。各グループの研究運営および組織化はそれぞれのリ

ーダーとそれを統括する研究統括および副研究統括にお願いした。（詳細Ⅲ．１

事業概要 添付資料Ⅲ―１―２およびⅢ－１－４参照） 

 また、事業全体の方向性を常に検討するため、事業総括のもと、研究統括、副

研究統括、新技術エージェント、大阪府、中核機関で組織する事業総括会議を１

～２ヶ月に１回のペースで開催し、特に新技術エージェントによる企業ヒアリン

グ報告、事業化視点からの評価に対する意見交換、成果発表会や展示会出展等の

ＰＲ活動、事業展開案等の事業運営全般に対する具体的検討と指導・助言を行っ

た。 

 さらに、中核機関(財)大阪科学技術センターでは、本事業に関心ある企業を中
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心に技術調査研究会「テラ光情報技術研究会」を組織し、本事業参加研究者との

情報交流を恒常的に行い、企業ニーズの把握や関連技術の動向等の調査を行った。

（詳細Ⅲ．６中核機関活動の報告参照） 

 

② 事業進捗管理 
 本共同研究事業「テラ光情報基盤技術開発」は、超高速大容量情報システムの

構築とその基盤技術の確立を目指し、光を情報媒体とする全く新しい３つの情報

システムの試作と性能評価及びこれらのシステム試作に必要な光学素子や光学

フィルターを作製するための超精密超微細加工技術の開発を行うことを目的と

した。その内容はⅢ．１事業概要 図Ⅲ．１．２に示すようにシステム研究から

材料開発まで広範囲の技術分野を包含しており、研究テーマも基礎研究、応用研

究および基盤技術開発と様々な研究段階のものが共存している。従って、全体の

目標を明確にするとともに、５年間で事業化の芽が出せるように運営していくた

めに、各研究テーマのサブテーマ毎に事業化の視点での評価を行い、個別に事業

目標を設定する必要があった。 

 そこで新技術エージェント自らが各研究者に直接面接することで、事業化の視

点での評価区分を行い、本事業の５年間の概略の事業目標を設定した。これに従

い、事業化の可能性があると見込まれるテーマに重点を置きながら、企業ヒアリ

ング等を進めていった。 

 また、特許化による技術蓄積を進めていくため、学会発表や特許出願に対する

手続きをルール化し、ワーキンググループリーダーによる研究内容の評価や各研

究者の権利保護に努めると共に、学会発表前に特許出願の可能性について事前チ

ェックを徹底するよう、研究統括、副研究統括および新技術エージェントが協力

して指導し、戦略的特許出願に努めた。特にフェーズⅡにおいては、特許出願を

促進し、企業化のための技術蓄積に努力した。このためのテクニックについても

新技術エージェントがアドバイスを行った。 

 一方、各ワーキンググループ会議に参加研究者全員が参加できるよう配慮し、

研究進捗状況を把握するとともに、特にフェーズⅠの初期には、研究グループ間

の共通認識を確立することに注力をおき、本事業参加者全員が共通の共同研究目

標を持って活動をできるよう努めた。すなわち、研究者全員参加の合宿、共同研

究推進委員会による研究進捗状況報告会、合同ワーキンググループ会議等の活動

を行い、研究が計画通り推進するための議論を事業総括も参加して活発に行った。 

 フェーズⅡに入り、３つのシステムのデモ機の早期試作に重点を置き、平成1

2年10月に大阪で開催された「第２回地域から発信する科学技術シンポジウム」

でのデモ機展示を第１次の目標に設定し、各研究グループの研究を加速した。そ

の後、これらの試作機や試作品を改良しながらインターオプト、国際新技術フェ

アおよび成果発表会等に積極的に展示し、これらの活動が研究開発の節目となり、

一気に研究が加速した。 

 その他の事業運営については、新技術エージェントおよび事務局から活動状況

に対する月次報告を文書で関係者に流すと共に、①で述べた事業総括会議で 

報告や具体的活動に対する検討を行った。特に、フェーズⅡに入り、成果発表会
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や展示会等のＰＲ活動、各研究テーマに対する企業ニーズの把握、試作品提供方

法の検討、事業化に関する評価の検討および事業終了後の展開に関する種々の可

能性調査や検討等を中心に積極的に活動した。 

 

③ 企業ニーズの把握 
企業ニーズの把握は、大きく３通りの方法で行った。第１は、本共同研究事業

に参加した企業に対して、在阪の企業を中心に前述の事業総括会議メンバー全員

で訪問し、本事業に対する各社の評価、取り組み、今後の可能性および事業に対

する要望等について意見交換を行った。その第２は、新技術エージェントを中心

に関連があると思われる企業の訪問・ヒアリングおよび展示ブース等における訪

問者との意見交換によりそのニーズを調査した（詳細Ⅲ．４成果移転活動報告 表

Ⅲ．４．１参照）。第３は、新聞、展示会、テラ光情報技術研究会等における広

報活動の結果、先端光ファクトリーの見学および研究者との技術交流を希望する

企業が出現してきた。これら企業との技術交流を通じて、本研究成果の具体的応

用や企業ニーズを把握することができ、共同研究参加、試作品の提供およびテラ

光情報技術研究会への参加による情報交流の継続等その後の展開に結びつけるこ

とができた。（Ⅲ．１事業概要 表Ⅲ．１．３参照） 

第２及び第３の結果については事業総括会議で逐次報告を受け、共同研究事業

への途中参加及び試作品の提供等その後の事業運営に反映していった。 

 

④ 普及・広報活動と技術移転 

本事業の普及広報活動は、当初から積極的に実施した。事業開始当初は、企業

を対象とした事業説明会、先端光ファクトリーの見学会、成果報告会、新聞取材

等において事業説明を中心としたＰＲ活動を積極的に行った。また、フェーズⅡ

に入り、研究成果報告および試作品や試作機の展示を中心にＰＲ活動を行った。

特に、国際会議、国際新技術フェア、インターオプトおよび他の関連シンポジウ

ムに一岡研究副統括、新技術エージェントおよび雇用研究員が中心になり、積極

的なＰＲ活動を展開した。（Ⅲ．１事業概要 表Ⅲ．１．２、添付資料Ⅲ－１－６

およびⅤ．２成果一覧参照） 

これらの活動が効を奏し、徐々に本事業が認知され、それとともに全国の企業

から先端光ファクトリーへの見学者や技術交流の申込みが増加していった。特に、

技術交流においては、本共同研究成果を導入することを前提とした申込みが多か

ったが、本事業の期間中これらの企業のために特別に研究者や研究設備を割くこ

とは非常に難しく、１～２回の情報交流に終わることが多かった。すなわち、共

同研究に参加するためには、事業当初から参加している企業とのテーマの棲み分

けや寄与の内容を明確にし、すでに参加している企業の了解を得る必要があった。

特に他企業が目算を持って積極的に参加してくると既に参加している企業は余程

のメリットがないと了解せず、また相手企業が強力な市場を持っている場合はな

おさらである。また、企業が興味を持つ研究テーマは、特定のテーマに集中する。

そこで新技術エージェントを中心に企業間調整を行い、途中参加を実現した場合

もあるが、試作品提供と評価というように共同研究チームとは異なる形態を取ら
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ざるを得なかった場合もある。さらに、フェーズⅡにおいては、研究目標の実現

に向けて各研究者はフルタイムで研究活動を行っているため、途中申込みのあっ

た企業のために、設計・製作等の技術ノウハウを移転するには、時間的余裕がほ

とんどなかった。そこで、他の企業については、引き続き技術交流を継続し、事

業期間終了まで待機してもらうよう要請をした。 

今後これらの企業に対する技術移転が継続するよう、終了後の展開事業の中で

努力していく必要がある。 

 

⑤ 今後の展開 

この５年間で蓄積された研究成果や研究者ネットワークを今後に生かすため、事業当

初から終了後の体制を念頭においた事業運営を行ってきた。本事業は、光を媒体とする

新しい情報システムの提案と構築及びその基盤技術の開発を目的としており、その技術

範囲は非常に広く、基礎研究段階から、数年先の実用化に近いものまで含んでいる。そ

こで、社会動向、国・大阪府の施策及び企業ニーズ等に応じて、その都度関係各方面へ

の提案を行ってきた。その結果、図Ⅲ．２．１に示すような展開を行うことになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  

 

図Ⅲ．２．１大阪府地域結集型共同研究事業の終了後の展開 
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共同研究制度に応募し、以下の２つの事業が今年度から新たにスタートした。 
ａ．科学技術振興事業団： 
研究成果活用プラザ大阪における共同研究「超薄型画像入力モジュール」 

    研究者：谷田 純（大阪大学教授）、ミノルタ(株)、大日本スクリーン製造(株) 
    事業期間：平成１４年１月～平成１６年１２月 

本事業の研究成果である超薄型光情報入力システム(TOMBO)の商品化を目指し
た共同研究。 

ｂ．文部科学省： 
都市エリア産学官連携促進事業成果育成型（大阪／和泉エリア）「ナノ構造フォ

トニクス」 
研究統括：岩田耕一（大阪府立大学教授） 

   成果育成課題：表面無反射構造作製技術 
研究リーダー：豊田 宏（大阪科学技術センター研究員） 
超高速光スペクトログラムスコープの開発 
研究リーダー：小西 毅（大阪大学助教授） 

   共同研究課題：新機能光ナノ構造デバイスの開発 
          研究リーダー：菊田久雄（大阪府立大学講師） 
   事業期間：平成１４年９月～平成１７年３月 
本事業の研究課題「高機能光学素子作製技術の確立」の中で生まれた表面無反射

構造作製技術の事業化のための成果育成とナノ構造光学素子作製技術の技術的展

開を図る。また本事業の研究課題「時空間テラ光情報変換・伝送システム」の中

で生まれた超高速光信号パルスの直接分光計測装置である光スペクトログラムス

コープの商品化開発を行う。 
 
２）研究提案活動 
本事業で提案・実証した「時空間テラ光情報変換・伝送システム」は、将来の情報

通信システム：フォトニックネットワークを実現するシステムの一つとして期待され

ている。本研究がきっかけとなって下記の委員会が誕生した。この中で本研究のさら

なる展開も視野に入れた調査検討が行われる予定である。 
日本学術振興会(JSPS)： 
「フォトニック情報システム」に関する先導的研究開発委員会 
 委員長：一岡芳樹（奈良工業高等専門学校校長） 
事業期間 平成１４年１１月～平成１７年１０月 
産官学の委員で構成されるフォトニック情報システムに関する次世代アーキテ

クチャの提案とそれを支えるデバイス開発研究の国家的戦略の検討。 
本事業参加者の内、５名が委員として参加予定。 

 
３）研究成果の継続的技術移転 
本事業で蓄積された研究成果、研究者ネットワーク及び研究設備等の研究資源を維

持し、企業の新技術や新産業の創生に役立てるため、大阪科学技術センターと大阪府

が協力して、一般企業の技術相談、技術指導、光学素子やシステムの試作・設計及び
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情報交流活動を継続的に行い、大阪が光情報技術の発信地域になることを目指す。 
・大阪府立産業技術総合研究所内：フォトニック研究開発支援センター（仮称） 
 本事業で整備された研究設備・機器を一般企業に開放し、地域企業の試作研究開発

の場を提供するとともに、超微細光学素子作製技術に関する技術移転を行う。（詳

細Ⅲ．５大阪府支援報告参照） 
・(財)大阪科学技術センター：テラ光情報技術フォーラム（仮称） 
 本事業で構築された研究者ネットワークを維持・活用し、本事業の成果に関心のあ

る企業に情報提供を行うとともに、本技術分野の動向調査、新たな試作共同研究等

の成果移転活動を継続する。（詳細Ⅲ．６中核機関活動の報告参照） 
 
４）企業における実用化開発 
 本事業に参加した企業では、取り組んだ共同研究成果をもとに、自社の商品化

開発を継続し、すでに商品に搭載しているものもある。下記のテーマについては、

大阪府下の中小企業が本事業に共同研究として参加し、基礎技術を習得した上で、

自社の設計技術や量産化技術を駆使した事業化開発として積極的に取り組むべく

要請があり、科学技術振興事業団の独創的研究開発事業に応募・採択され（平成

１２年度）、事業化の見通しをえた上で委託開発事業に応募・採択され、本格的

な実用化開発を開始している。 

１３年度委託開発事業（中堅中小企業型） 
   研究者 岩田耕一（大阪府立大学大学院工学研究科 教授） 
   開発企業 ナルックス（株） 
   「三次元超微細構造プラスチック光学素子」 
 

今後、これらの活動がうまく連携するとともに、関西の他の研究開発・技術開発

の動きと連携を取りながら発展し、関西の新産業の創出に結びつくよう関係各方面

に働きかけるとともに、本事業に関連する活動の連絡組織を設置し、交流活動を継

続していく必要がある。 




